















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































25％ 50％ 75％ 100％
　　　　　　　　　　　半分くらいしか
大半は信頼できる　　　信用できない
　　　　　　　　無回答　　　　ほとんど全く
　　　　　　　　　　　　　　　用できない
図10　加工食品の表示の信用（不安の有無別）
食品表示にっいては、「半分くらいしか信用でき
ない」と回答する主婦が生鮮食品で48％、加工
食品で50％であり、「ほとんど（全く）信用でき
ない」と合計すると生鮮・加工食品とも過半数
（54％）を占めた。
　以上のアンケート結果より、消費者としての中
心的役割を担う主婦が、如何に食に関して不安感、
不信感を抱いているかの実態が表された。この原
因は生産者、農協、小売店と食の流通機構に携わ
る一部の人たちの誠意ない行動によって生じたも
のであり、また、それを監視、指導すべき行政も
対応できなかったことが根底にあるものと思われ
た。今こそ、食の安全性にっいてのリスク評価、
リスクマネージメントを進め、国民に対するリス
クコミュニケーションを行う必要性を痛感した。
IV　食の安全、安心のためのリスクコミュ
　　ニケーション
1　情報伝達の問題点
　ほとんどの情報はテレビ、新聞、雑誌等のメディ
アからもたらされる。メディアから発信される多
くの情報は消費者を啓蒙し、不正を監視する役割
を果たしている。一般的には報道量が多いほど大
事件と感じ、少なければ問題は小さいと感じる。
メディアがどのくらいの規模でどのように取り上
げるかによって人々の反応が変化する。テレビは
視聴率の高い番組を放映し、出版メディアは売れ
る本や雑誌を作るという商業主義の上になりたっ
ているからといって、センセーションをことさら
に追いすぎて消費者の不安をかきたてるのではな
く、冷静に判断するための正確な情報を提供する
ことが重要である。
　①　不正確な情報
　消費者の関心が高い食の問題は、メディアでも
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頻繁に取り上げられるテーマである。しかしその
情報には未消化なもの、物事の側面のみを強調す
るあまり正確に欠け偏見に満ちたものがある。そ
のため消費者は真偽を見失いかねない。メディァ
を通して不安を扇動することは容易であるが、安
心できる情報を提供することが重要である。現実
に消費者の食に対する不安は解消されておらず、
専門家の意見とは依然としてかけ離れ、食品添加
物と農薬が不安要因のトップにある。
　②　派手な情報
　メディア報道の中には、食物が健康や病気に与
える影響を誇張したり、派手で人目を引きやすい
情報が大量に紛れ込んでいる。手軽な「健康情報」
や「健康食品」は人気が高く長年に渡って放映さ
れている。ここには何が重要で、何が重要でない
か判断の誤った情報、また科学的に検証されてい
ない無知な情報もある。健康で長生きする食生活
の秘訣は特別なことではなく、多種類の食物を腹
八分目に食べることに尽きる。このような報道は
面白みに欠けるため人気がない。
2　賢い消費者の育成
　①　食の安全性にっいての意識
　食の安全性に関する意識調査によれば大半の人
が不安を感じており、不安要因として残留農薬、
食品添加物、動物性医薬品をあげている。これは
先に述べた専門家の意見を集約した危険要因とは
異なる。不安を感じる理由として安全性について
の情報が少ないことと、自分の知識不足を挙げて
いる。消費者が化学物質の安全性に関心をもっの
は当然であるが、与えられる情報が曖昧であるた
め、不安が増幅しているとも考えられる。また平
成13年に実施された文部科学省の18歳以上の日
本人を対象にした「科学技術に関する意識調査」
では、科学技術に興味をもっ人の割合は先進国の
なかでも4％と最低であること、しかも科学的な
知識も不足していることが指摘された。消費者が
正しい知識を持っていないために、本来異物でな
いものまでも異物混入と誤認された食品もある。
　②消費者の要求に応答する生産者
　生産者は消費者の要求に従属的になっており、
メディアがそれを増幅してきた。食品問題を招く
背景には見た目のよい野菜を志向する消費者の姿
勢がある。ところが誰もがそのような食物を入手
できるようになると、消費者は無農薬食品や産地
のブランド化などの、より高度に差別化された食
品を要求し始め、この段階で再びメディアはそれ
を扇動する役割を果たすことになる。消費するも
のが変化すれば、市場に敏感な生産者や加工業者
は必然的に変化する。メディアに振り回されるの
ではなく、消費者自身が賢く変わることが必要で
ある。
　③　リスク認識
　我々は日本製品を非常に高く評価しているよう
に、食品に対しても世界的に最も安全と誤解して
安心している面がある。安全とは科学的根拠に基
づく客観的なものであるが、安心とは主観的なも
のである。その期待感が裏切られたとき、驚愕す
る。リスクに対する一般的認識は、発生する確率
は低くても消費者自身が検知できないリスク、制
御できない、漠然とした不安感を伴うリスク、あ
るいは破壊的で次世代への影響があるリスクに対
しては過大に反応して拒絶する。しかし喫煙の害
や交通事故など実際に高い確率で死亡に至る事象
であっても原因が分かり、情報量の多い、自身で
制御できるリスクに対しては容認する傾向がある。
最近の食品問題には容認しがたいリスク要素が含
まれ、それがメディアによって増幅されるため、
消費者は過剰に不安を感じる。消費者はだまされ
たと知った時、二度と同じ過ちを犯さないために、
もはや同種のものは他社製品でも買わないという
行動をとることになる。
　④　消費者教育
　安全な食生活を続けていくためにメディアの広
範囲で同時性の情報はきわめて重要である。一方、
消費者は正確な知識をもってメディアの情報を判
断しなければならない。消費者は食の安全に関す
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る情報を求めているが、それは誰にでも理解でき
る情報であることが必要である。特に消費者の関
心が高い情報について、行政は絶えず分かりやす
く流していくことが必要である。またリスクに対
する過剰反応を抑制し、秩序ある行動をとるため
に最新の教育を推進していく必要性がある。
　⑤　消費者の参加
　食品の安全性を確保するための政策に、消費者
はぜひとも必要な情報源である。消費者の意見を
取り入れ、リスクコミュニケーションを実施し、
基準作成に消費者を参加させる等、このようなシ
ステムが確立されると、消費者の責任は重くなり、
科学的知見や分析結果などを冷静に評価して判断
する能力が求められるようになる。
3　食の安全、安心に関するリスクコミニュケー
　　ション
　消費者に安全な食品を提供するために、生産か
ら消費まですべての過程の情報を公開して共有す
ることが必要である。また、それは単なる情報提
供や広報活動ではなく、双方向性のものであって、
相手に理解できるように話し、何に不安を抱いて
いるかを聞き取り、その不安を除去し、理解して
もらうことが必要である。もし食品事故が発生し
た場合、人的・経済的被害の拡大を防止するため
にすべての情報を公開し、また必要な対策を立て
るために迅速・適切な広報活動が重要である。安
全は科学的な根拠によって決められるが、安心は
行政と消費者の対話によるリスクコミュニケーショ
ンによってもたらされる。国際的な食品規格を策
定する機関Codex委員会は、リスクコミュニケー
ションを各国の食品の安全を守る制度に取り入れ
るよう勧告している。
　具体的には、食品安全行政にっいて消費者の健
康保護を最優先に、リスク分析手法を導入し、食
品に関するリスク評価を行う食品安全委員会を設
置する。この委員会を柱に、危害が含まれる食品
を摂取することによって、どのくらいの確率でど
の程度の健康への影響が起きるかを科学的に評価
し、その結果に基づき、適切な規制などの措置を
決定、実施する。その過程において、消費者、生
産者、産業界、学会等全ての関係者がリスクに関
する情報や意見を交換することにより、可能な範
囲でリスクを小さくする取り組みを行う。
V　これから
　食の安全、安心を確保するために以下の内容に
っいて検討、実施が必要である。
1　トレーサビリティの導入
　食品の生産、加工・流通等の各段階で原材料の
出所や食品の製造元、販売先等の記録を記帳・保
管し、食品とその情報とを追跡できるようにする
ことで、食品の安全性に関して、予期せぬ問題が
生じた際の原因究明や、問題食品の追跡・回収が
容易になる。さらに、「農場から食卓まで」の過
程を明らかにすることは、食品の安全性や品質、
表示に対する消費者の信頼確保に資するものであ
る。
2　　HACCP　（Hazard　Analysis　Critical　Control
　　Point）System：危害分析重要管理システム）
　　の導入
　飲食物による健康障害の発生を防止するために、
生産、製造、加工、流通、販売、消費のすべての
段階で食品を清潔で衛生的に取り扱うことが求め
られる。製造物責任（PL）法が施行されて以来、
食品事故が発生した場合、製造者の責任が厳しく
問われるようになり、有効な衛生管理のためには
HACCPの導入は不可欠である。このシステムは
食品の安全性にっいて危害を予測し、その危害を
管理することが可能な工程を重要管理点（CCP）
として特定し、重点的に管理することによって製
品の工程全般を通じて食中毒、異物混入等の危害
発生を予防し、食品の安全性を確保するものであ
る。原材料から最終製品までの全工程において発
生する危険性のある危害、およびその防止措置を
明確にするための危害分析が基本になる。
HACCPを導入するための前提条件として原材料
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の安全性と清潔で衛生的な作業環境が確保されて
いなければならない。しかし未知の危害発生に対
してどのように対応すべきかという課題が残され
ている。日本では行政側も企業側も衛生状態を効
率よく管理するためHACCPを導入してきたが、
経済原理と良心のどちらを優先するかの判断ミス
等によってこのシステムが崩れると大規模な事故
が生じかねない要素を含んでいる。
3　農薬の使用に伴うリスク管理
　①農薬取締法の改正にっいて
　無登録農薬の使用に伴い、農薬取締法が全面的
に見直されることになった。
　無登録農薬の製造及び輸入の禁止や罰則を設け、
さらに、農薬の使用に伴って、作物への残留等の
問題が発生することを防止するため、使用者が遵
守すべき使用基準を定めることとし、この基準に
違反して農薬を使用してはならないこととする。
無登録農薬が輸入されないよう水際での監視を強
化するとともに、無登録農薬の使用を法的に禁止
し、さらに違法な販売等が行われないよう罰則を
強化する等の措置を講ずることが必要となった。
　改正内容は（7）無登録農薬の製造及び輸入の禁
止（無登録農薬の製造及び輸入を禁止することと
し、個人輸入を含めて、水際の監視の徹底を図る）。
（i）輸入代行業者による広告の制限（輸入代行業
者が、インターネット等を通じて、無登録農薬の
個人輸入を勧誘している状況にかんがみ、これら
の者による広告を制限する。）（ウ）無登録農薬の使
用規制の創設（一部農家が無登録農薬と知りなが
ら、これを使用していた実態を踏まえ、無登録農
薬を農作物等の防除に用いることを法的に禁止す
る。）（＝）農薬の使用基準の設定（農薬の使用に伴っ
て、作物への残留等の問題が発生することを防止
するため、農林水産大臣及び環境大臣は使用者が
遵守すべき基準を定めることとし、この基準に違
反して農薬を使用してはならないこととする。）
（t）法律違反の罰則の強化（同じ生産資材である
飼料等に比べ、農薬に係る法律違反の罰則が低い
こと、罰則があるにもかかわらず無登録農薬の違
法販売が行われていたことを踏まえ、農薬取締法
の罰則を引き上げる。）などがあげられる。
　これら改正後の農薬取締法の概要（改正後）を
示す。この内容により無登録農薬に対する厳しい
姿勢や、農薬使用に関する教育、指導の実施が行
われる。
　安全性に問題のある農薬の回収（緊急時の措置）
（7）無登録農薬、（イ）人畜、農作物、水産動植物な
どに被害を及ぼす恐れが明確であり、販売が禁止
された農薬や、（ウ）農薬検査所の検査により品質
不良などから人畜等への被害の恐れがある農薬に
っいて、農林水産大臣が販売者に対し、回収その
他の措置を命じることができる措置を検討する。
　②食品衛生法による残留農薬基準と農薬登録
　　の整合性確保
　農薬の登録時に残留農薬基準が設定される仕組
み、農薬の使用基準と残留農薬基準との整合性が
確保できる仕組みを検討する。
　③農薬使用の記帳の義務化
　改正農薬取締法により農薬の使用基準の遵守義
務化が措置されるが、農薬が適正に利用されてい
るかを確認するためには、記帳を行うことが重要
である。このため、農産物を生産する者であって、
農薬を使用するものは、使用した農薬の種類及び
時期を記帳させる方策を検討する。
　④販売店における農薬管理指導士の設置
　現在、約4万人の販売業者を対象として、各都
道府県が適正な農薬使用に関する講習を実施し、
試験に合格したものを農薬管理指導士として認定
（3万7千人）している。都道府県に対し、農薬
管理指導士認定の促進を要請するとともに、既に
認定された者に対する定期的な研修を実施するこ
とで、安全な農薬が販売されるよう措置する。
　⑤農薬使用者に対する研修の強化、各種情報
　　の提供
　農協営農指導員等を対象として「農薬適正使用
アドバイザー」を養成し、農産物を生産する者に
食の安全、安心に関するリスク分析
研修の受講を行うよう、都道府県に要請する。あ
わせて改良普及員等による指導を強化する。農薬
に関する情報に関し、インターネットを介して提
供する他、都道府県農業振興事務所、普及センター、
農協等を通じ、種々の広報手段を通じ、生産者の
みならず、流通業者、消費者に対して情報を提供
する。
　⑥　検査体制の充実（国と県、県内の農林部局
　　と衛生部局との連携）
　無登録農薬に関して検査の実効性確保のための
マニュアルの作成や、検査実績を踏まえたマニュ
アルを充実させる。
　⑦　産地における残留農薬分析体制の充実
　農業者団体等において残留農薬機器を整備し、
生産物のサンプル検査を実施する体制を整備し、
安全な農産物を供給する。主食である米に関して
は、農業者団体において自らの責任において全国
規模でのチェック体制を確立する。
4　食品添加物、残留農薬濃度の国際規格および
　　基準値の検討
　食品が世界中を駆け回っている時代において、
食品添加物や残留農薬濃度などの基準値にっいて
グローバルな見地から見直す必要がある。この点
について検討を継続していきたいと考える。
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